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別紙１

防災訓練の結果の概要（総合訓練）

本防災訓練は、原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節に基づき実施したものである。

１．防災訓練の目的

重大事故等が発生した状況下において、原子力防災組織が有効に機能し、事故収束のための緊急時対応

能力の習熟を図ること並びに改善点の抽出を行い更なる実効性向上を図ることを目的として訓練を実施し

た。

本訓練での訓練目的を達成するための具体的な訓練目標は以下のとおり。

a．原災法１０条及び１５条の事象判断後、目標時間（１５分以）内に通報すること

b. 誤記・記載漏れのない正確な通報を行うこと、図面等を的確なタイミングで送信すること

c. ＥＲＣとの迅速な情報共有がなされること

d. これまでの訓練課題へ改善を図った事項の有効性が確認でき、過去の課題が再発しないこと

２．実施日時および対象施設

(1)実施日時

   平成３０年１２月７日（金） １３：００～１６：００

(2)対象施設

  日本核燃料開発株式会社

  ・緊急時対策所

  ・ホットラボ施設

３．実施体制、評価体制および参加人数

(1)実施体制

    

(2)評価体制

a.訓練時に社内評価者を配置し、評価チェックシ－トに基づく各訓練状況の評価を行った。

b.訓練後に社内総括会議を開催し、社内評価者による評価内容と各活動班による自己評価内容の確認、

及び改善を要する事項の抽出を行った。

(3)参加人数

   参加人数；プレーヤ６３名、コントローラ２名

   参 加 率；８４％（参加者数６５人／訓練対象者数７７人）

   評 価 者；２名（緊急時対策所１名、発災現場１名(コントローラ兼務)）

日本核燃料開発（株）

防災本部

（緊急時対策所）

指示 報告

①活動班

（ホットラボ施設）

②活動班員以外の常駐者

（ホットラボ施設以外）

常時応答

（電話接続）
原子力規制庁

緊急時対応センタ－

（ＥＲＣ）

原子力規制庁

東海・大洗原子力

規制事務所

茨城県

大洗町

東海ノア・日揮(株)
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要

  原子力災害対策特別措置法第１０条事象および第１５条事象に至る原子力災害を想定した。詳細は以

下のとおり。

(1)訓練形式

・シナリオ非開示型訓練。但し、訓練実施日および発生事象（地震によるＦＰガス放出）は開示した。

また、正／副原子力防災管理者には訓練骨子を開示した。

・模擬動作（収束作業、救急車による搬送）の時間をスキップした。

(2)訓練想定

・平日昼間、ホットラボ施設検査プ－ルで燃料集合体の外観検査を完了後、燃料貯蔵プ－ルにクレ－

ンで燃料集合体を戻す作業を２名で実施中に震度６弱の地震が発生し、吊荷の燃料集合体が作業テ

－ブルに接触して燃料棒が破損（ＦＰガス放出）することを想定した。
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(3)事象進展シナリオ

  

時　間

① 震度６弱の地震発生

② 商用電源が停電、非常用発電機が稼働

③
ホットラボ施 設／プ ールエリアにて吊荷の
燃 料集 合体が 作業テー ブルに接触し て破

損、ＦＰガスが放出

④
プ－ルから飛 散した 水を作業者Ｂが浴び、

防護衣から浸透して身体に付着

⑤
プールエリア のエリ アモニタ、プール水警

報が吹鳴

①

【→作業者】

吊荷の燃料集合体が作業テーブルに
ぶつかり破損、ＦＰガスが放出

②

【→作業者】
プ－ルから飛散した水を作業者Ｂが

浴び、防護衣から浸透して身体に付
着

③

【→作業者】

プールエリアのエリアモニタ、プー
ル水警報が吹鳴

①
安全管理Ｇは管理区 域か らの全 員退 避を

ホットラボ館内放送で周知

②
安全管理Ｇは防災本部に状況を電話で報告
（１００番通報：社内緊急電話）

①
【→放射線測定班】

身体汚染の状況を付与
① 放射線測定班が作業者の汚染を測定 ①

警戒事態該当事象発生連絡をＦＡＸ で送

信（第１報）

②
【→放射線測定班】
シャワーからの出水のみを確認

②
作業者Ａは管理区域から退域、作業者Ｂは
シャワ－室で除染開始

② 着信連絡と共にＥＲＣとの連携開始

13:13

【→放射線測定班】

プ －ルエ リアの汚染状況と空間線量

率

プ－ルエリアの線量と汚染状況を確認

13:20
【→作業員】
発 災時の 作業状況および燃料集合体

状況詳細を付与

本部に発災状況詳細を報告
警戒事態該当事象発生後の経過連絡 をＦ

ＡＸで送信（第２報）

13:25
【→災害防止班】
現 場確認 による燃料集合体の最新状

況を付与

燃料集合体の状況確認、プール水補給を実

施

東海ノア及び日揮(株)への支援要請 を広
報班 へ 指 示 （電 話お よび ＦＡ Ｘで実連

絡。）

東海ノア、日揮(株)へは訓
練の旨を事前連絡してお

く）

ＭＰ１線量 ５μＳv／hに到達

原災法第１０条事象到達

プ－ルエリア線量が入域基準値超過

①
特定事象発生通報（第１０条）をＦ ＡＸ
送信（第３報）

② １０条事象発生の構内放送

③ 原災法第１０条事象確認会議（ＥＲＣ）

④ 地震時点検作業の中断指示

⑤ 入域基準値超過により、現場に退域指示

⑥ オフサイトセンタ－要員の派遣

ＭＰ１線量５μＳv/h以上を１０分間継続

原災法第１５条事象到達

①
特定事象発生通報（第１５条）をＦ ＡＸ

送信（第４報）

② １５条事象発生の構内放送

③ 原災法第１５条事象認定会議（ＥＲＣ）

13:45 プ－ルエリア線量が入域基準値を下回る

①
第２ ５ 条 報 告を ＦＡ Ｘ送 信（ 第５報）

（応急措置の計画、放射線デ－タの 詳細

等）

②
事態収束作業を許可、事態収束作業 開始

を災害防止班に指示

【→災害防止班第１班】

ライフゼムの空気残量警報が発報

ライフゼムの空気残量警報の発報を受け、

速やかに退出

14:05 第２班入域、収束活動

【→災害防止班第２班】

身体汚染、怪我の状況を付与
収束活動完了を付与

救急車要請

収束活動完了報告

警備誘導班に１１９番通報を指示

記者会見のアレンジ

警 備 室よ り、 １ １ ９番 通 報

（模擬）

14:20 ①
【→災害防止班第２班】

怪我の箇所の修正を付与
① 被災箇所の修正を本部に報告 ホワイトボード情報の修正

②
【→救護班】
搬送後の行動を付与

② 救急車にて搬送

14:30 ＭＰの値が通常値へ復帰

①
第２ ５ 条 報 告を ＦＡ Ｘ送 信（ 第６報）

（特定事象の収束）（プレス文添付）

② 常時応答者は収束状況をＥＲＣに報告

③
ＥＲＣとの連携終了、ＥＲＣとの振 り返
りを開始

ERCとの連携終了

④ 地震時点検の再開を指示 地震時点検を再開

⑤ 防災本部から防護本部へ移行 地震後点検の完了

15:00 模擬記者会見開始（社内会議室） ― ― 記者会見実施 ― ―

16:00 模擬記者会見終了【訓練終了】 ― ― ― ― ―

13:00

13:01

事　象

事象発生現場

コントロ－ラ

災害防止班第１班はライフゼムを着用し、

事態収束作業を開始

クレーンで燃料集合体を吊り、貯蔵プール
に戻す作業を２名（作業者Ａ、作業者Ｂ）

で実施中と想定

※実際の作業は行わないが、プレーヤとし
て作業者２名を配置

地震時点検を中断
【→災害防止班】

汚染・被ばく状況を付与

本部からの入域基準値超過の連絡を受け退

域

警備室へ、構内放送で事故発生の状況周

知および防護活動要員以外の従業員等の
屋内退避放送を指示

館内放送により全員退避とな

るため、ホットラボ内の地震
時点検中断。

警備室より、事故発生の状況
周知および防護活動要員以外

の従業員等の屋内退避放送を

実施

13:40

13:45

13:30

備考

現場作業者２名（作業者Ａ、作業者Ｂ）は
事故発生現場（プールエリア）から退避

し、放射線管理室の安全管理Ｇに電話で状
況報告

防災本部要員は緊急時対策所へ移動
地震・停電時点検担当者は地

震・停電時点検を開始

プレーヤ プレーヤ

緊急時対策所

その他

≪訓練トリガー≫

【事務局→警備室】
警備室より「震度６弱の地

震発生および商用電源の停
止、施設の点検開始」を構

内放送

ERCとの連携開始

13:05

13:06

13:30
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５．防災訓練の項目

  総合訓練

６．防災訓練の内容

（１）警戒事象発生時の初動訓練

（２）社外への通報・連絡訓練

（３）モニタリング訓練

（４）避難誘導訓練

（５）身体除染、救護訓練

（６）社内の情報連絡訓練

（７）他事業者との連携訓練

（８）事象収束作業訓練

（９）プレス対応訓練

（１０）地震後点検訓練

（１１）ＥＲＣとの常時応答訓練

７．防災訓練の結果および評価

  以下、本文中の[改善点（番号）]は「９．今後の原子力災害対策に向けた改善点(対策)」の事項番号

を示す。

（１）警戒事象発生時の初動訓練

【結果】

警戒事象発生時の初動訓練として下記項目について実施した。

１）発災現場（ホットラボ施設。以下同じ）からの通報

地震発生時、ホットラボ施設で作業している従業員から総務グループリーダへ 100 番通

報を行った。

２）発災現場からの避難

放管室より従業員退避指示の館内放送を行い、従業員はホットラボ施設より退避を行った。

３）防災本部要員の参集、防災本部の立ち上げ

防災本部要員は本部に参集し本部長指示により防災本部を立ち上げた。

【評価】

警戒事象発生時の初動については、社内規程「放射性物質の漏えい対応マニュアル」通り実施

することができ、通報、退避、参集及び防災本部立ち上げまで適切に実施できることを確認し

た。

なお、警戒事象発生時の施設情報(停電、非常用電源起動、警報発報等)の整理が十分でなかっ

た。[改善点①]

（２）社外への通報・連絡訓練

【結果】

通報・連絡訓練として下記項目について実施した。

１）警戒事象発生連絡

警戒事象発生の連絡の第一報を関係先にＦＡＸ送信及び着信確認を行った。

２）警戒事象発生後の経過連絡

警戒事象発生後の経過連絡について関係先にＦＡＸ送信及び着信確認を行った。

３）原災法第１０条事象発生の通報（事象判断後１５分以内）

モニタリングポスト１が５μＳｖ／ｈに到達したことから、原災法第１０条事象と判断し、

関係先にＦＡＸ送信及び着信確認を行った。

４）原災法第１５条事象発生の通報（事象判断後１５分以内）

モニタリングポスト１が５μＳｖ／ｈ以上が１０分継続したことから、原災法第１５条事

象と判断し、関係先にＦＡＸ送信及び着信確認を行った。

５）第２５条報告 → 事象収束時まで継続

応急措置の概要として、収束作業計画、放射性物質及び放射線に関するデータを関係先に

ＦＡＸ送信及び着信確認を行った。

また、同報告に事象収束後に事象収束結果及びプレス文を添付し関係先にＦＡＸ送信及び

着信確認を行った。
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【評価】

平成２９年度の課題であった通報の迅速化については、防災本部ＦＡＸ機の増設、通報様式の

見直し及び様式記載例を作成し通報までの時間短縮の改善を図った結果、原災法第１０条およ

び第１５条事象発生の判断後１５分以内、それ以外の警戒事象発生連絡（経過連絡含む）およ

び第２５条報告が適時通報できることを確認した。

なお、通報連絡文の記載内容に一部不足・誤記等があった。[改善点②]

（３）モニタリング訓練

【結果】

モニタリング訓練として下記項目について実施した。

１）放射線デ－タ監視システム指示値の把握と共有

放射線デ－タ監視システムにより、モニタリングポスト値、排気筒の放射能濃度、ホット

ラボ施設内の空間線量率の把握を本部で行った。

２）外部被ばく、内部被ばく、周辺汚染状況の測定

発災時、放射線測定班は現場確認時及び収束作業時の従業員の被ばく及び汚染状況の測定

を行った。

３）周辺環境の放射線量測定および放射線影響評価

放射線測定班はモニタリングポストによるガンマ線測定、可搬式中性子線量計による中性

子測定を継続で行い、また、測定結果から想定される最大被ばく線量とその場所の放射線

影響評価を行った。

【評価】

モニタリングについては、放射線デ－タ監視システムによる放射線データの把握と共有、従

業員の被ばくと汚染の測定及び周辺環境の放射線量測定と放射線影響評価が適切に実施でき

ることを確認した。

（４）避難誘導訓練

【結果】

避難誘導訓練として下記項目について実施した。

１）構内避難者の誘導

警備誘導班は従業員、協力会社員及び来客に対して構内放送により屋内待機するよう避難

誘導指示を行い、屋内待機させた。

２）構内人員の安否確認

各班班長は人員確認後、防災本部に報告し安否情報の集約を行った。

【評価】

避難誘導について、従業員、協力会社員及び来客の避難、構内人員の安否確認が適切に実施で

きることを確認した。

（５）身体除染、救護訓練

【結果】

身体除染、救護訓練として下記項目について実施した。

１）発災時の身体汚染者に対するシャワ－水による除染

燃料貯蔵プール水スロッシングによる身体汚染を想定し身体除染作業(身体サーベイ・シ

ャワー除染後の再身体サーベイ)を行った。シャワー除染については模擬訓練とし、放射線

測定班は対象者をシャワ－室に誘導するが脱衣はさせずにシャワ－水が実際に支障なく出

水することを確認した。

２）事象収束作業中の負傷者（身体汚染想定）に対する除染、救護（実動）

収束作業中の転倒による身体汚染、負傷を想定した訓練を行った。ホットラボ施設より防

災本部経由で警備室より消防署に救急車要請を行った。ただし、警備室から消防署への要

請連絡は模擬とした。

身体汚染した負傷者については、放射線測定班が身体除染し除染確認後管理区域から退域

させた。

３）救急車による病院への搬送

負傷者の発災現場からホットラボ施設玄関までを実搬送とし、ホットラボ玄関から病院ま

での搬送は模擬として行い、救護班は病院への同行を想定し処置状況を防災本部に報告し

た。
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【評価】

身体除染及び救護について、身体汚染者に対する身体除染、収束作業員に対する身体汚染の除

染負傷に対する救護活動及び救急車搬送を想定した救護活動と処置状況の報告は適切に実施で

きることを確認した。

なお、負傷状況および身体汚染測定結果の報告記録において一部記載漏れがあった。

[改善点②]

（６）社内の情報連絡訓練

【結果】

社内の情報連絡訓練として下記項目について実施した。

１）災害事象の状況に応じた適切な伝達方法の選択と情報の共有

発災現場の状況については災害防止班と放射線測定班は防止本部情報班に無線機での伝

達を行い、警備誘導班は警備室への連絡等個別連絡については携帯電話及び固定電話を使

用し行った。

また、発災現場から防災本部へ伝達された災害情報については情報班がホワイトボード上

に時系列として記載し防災本部での情報共有として取り纏めた。

【評価】

社内の情報についてホワイトボードに漏れなく時系列で纏めることができることを確認した。

なお、ホワイトボード記載情報に対して重要性を鑑みた情報の仕分け等の整理が十分でなかっ

た。[改善点①]

（７）他事業者との連携訓練

【結果】

他事業者との連携訓練として下記項目について実施した。

１）他事業者への支援要請

広報班は原子力防災業務計画で定めた支援先の東海ノアへ電話及びＦＡＸで実連絡を行

い緊急事態協力活動本部の招集準備要請、及び原子力事業所災害支援拠点候補先への支援

拠点開設依頼の実連絡を行った。

【評価】

他事業所への支援要請として、東海ノアへ緊急事態協力活動本部の招集準備要請及び原子力災

害支援候補先へ支援拠点開設依頼を適切に実施できることを確認した。

（８）事象収束作業訓練

【結果】

事象収束作業訓練として下記項目について実施した。

１）発災現場の放射線デ－タ等情報収集及び現場入域可否の判断

放射線測定班は発災現場の放射線デ－タ等情報収集を行い、現場に入域し作業を行えるか

どうかの判断を行った。

２）発災現場状況の調査・報告

災害防止班は発災現場での燃料集合体の破損状況の確認、収束作業方法を検討し防災本部

への報告を行った。

３）環境への影響を軽減するための緊急作業対応

災害防止班は緊急作業用防護装備の着用と発災現場への入退域を行った。燃料集合体を収

納容器へ収納すること及び密閉作業は他訓練で実施済みのため模擬とした。

【評価】

事象収束作業について、放射線データに基づく現場入域可否判断、現場状況確認結果に基づく

作業方法検討及び緊急作業用防護装備の着用を適切に実施できることを確認した。

（９）プレス対応訓練

【結果】

プレス対応訓練として下記項目について実施した。

１）プレス対応要員の派遣、関係機関との調整

原子力防災管理者が記者会見の実施を決定後、茨城県庁での記者会見を想定し、対応要員

を人選して各活動班の受け持ち場所から緊急時対策所に引き上げ待機させた。また広報班

は関係機関との記者会見の開始時間の調整を社内での電話応答で模擬した。
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２）プレス文作成と記者会見の実施

記者役として社員が参加し、社内会議室を使用し副原子力防災管理者及び広報班が模擬記

者会見を実施した。

【評価】

プレス対応として対応要員の派遣、関係機関との調整及び会見での質疑応答が適切に実施でき

ることを確認した。

なお、プレス文記載内容について周辺地域を含む環境への放射線の影響評価が最終評価なのか

予測評価なのか、及び評価時刻の情報に関する記載が十分でなかった。 [改善点③]

（１０）地震後点検訓練

【結果】

地震後点検訓練として下記項目について実施した。

１）防災本部の指示に沿った点検作業の実施

地震発生後、防災本部からの放送指示により防災本部員を除いた各部署は地震後点検を開始

し、１０条事象判断後は防災本部からの放送指示により一時中止した。モニタリングポスト

の値が通常値に戻ったことを確認した後、地震後点検の再開及び点検結果報告を行った。

【評価】

地震後点検は、社内規程「放射性物質の漏えいマニュアル」に基づき、点検開始、中断、点検

再開及び報告を適切に実施できることを確認した。

（１１）ＥＲＣとの常時応答訓練

【結果】

ＥＲＣとの常時応答訓練として下記項目について実施した。

１）詳細状況、対応戦略、対応経過などの適切なタイミングでの正確な情報共有

ＥＲＣ常時応答者はＥＲＣ常時応答対応マニュアルに基づき、詳細状況、対応戦略、対応

経過などの報告を行った。

２）特定事象発生の判断に関するＥＡＬ判断根拠の説明

ＥＲＣ常時応答者は１０条事象確認会議及び１５条事象認定会議において、特定事象判断

根拠をＥＲＣに説明した。

【評価】

平成２９年度課題であったＥＲＣとの迅速な情報共有について、ＥＲＣ常時対応者のサポート

体制の充実・常時応答マニュアルの作成により適切なタイミングでの情報共有・EAL 判断根拠

の説明について適切に実施できることを確認した。

なお、ＥＲＣ常時対応者による災害発生の初期段階での商用電源喪失／非常用発電機起動の重

要な情報の報告が行われなかったり、初期段階での必要な施設情報（発災状況、負傷者／被ば

く情報、退避状況等）が整理されないまま五月雨的な発信となり、伝達すべき事項を整理し報

告することについて十分でなかった。[改善点①]

また、ＥＲＣとの常時接続中にＥＲＣ常時接続電話回線が配線の接続不備により一時切断され

たり、ＥＲＣ向けの会話と内部向けの会話の音量が同じであったことからＥＲＣ側での聞き分

けが難しかった。[改善点③]
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８．前回訓練時の改善点への取組み結果

  前回の総合訓練（平成２９年１２月１８日）における改善点への取組み結果は以下のとおり。

前回の総合訓練において抽出した改善点
取組み結果

[ ]内は「９．今後の原子力災害対策に向けた改善(対

策)」を示す。

１ 検査作業に従事していた従業員は、燃料貯蔵プ

－ル水が身体に付着した他の従業員の身体サ－

ベイを放射線管理室員に依頼する際、「サ－ベイ

を依頼する」旨のみを伝達し、身体汚染が発生

した事実を伝えていなかった。このため、駆け

つけた同室員はその場で初めて身体汚染発生を

知ったため、身体汚染事象に対する事前準備（専

用防護衣の装着）ができていなかったことが問

題であった。緊急時において、依頼者及び応答

者ともに必要な情報を伝達・確認するという意

識が不足していたことが原因である。

改善：警戒事象発生時の現場作業者の対応とし

て、通常とは異なる状況下であることから現場の

詳しい状況を放射線管理室に説明することが必

要であり、逆に連絡を受けた放射線管理室も現場

の状況を詳しく問い質す必要があった。事象発生

時にはその点を踏まえて行動するよう、全社防災

教育(5/29)において前回防災訓練の課題として

取り上げ、注意喚起した。

また、防災総合訓練前に要素訓練（11/28）を実

施し、再度周知徹底した。

結果：災害防止班又は放射線測定班が情報班への

連絡を行った際、確実に情報伝達することがで

き、また重要情報については情報班から災害防止

班又は放射線測定班に対して再確認することも

できることを確認した。

２ 商用電源の停電により非常用電源下での防災活

動を開始したが、防災本部は非常用電源下にお

いて給電が制約される範囲を各活動班には伝達

しておらず、初動時の伝達としては不十分であ

ったことが問題であった。防災活動を実施する

上で制約を受ける事項とその範囲を各活動班に

対し周知するという観点が不足していたことが

原因である。

改善：商用電源の停電と非常用電源の起動に関し

ては、非常用電源の制約や注意事項を社内規程

「放射性物質の漏えい対応マニュアル」に記載す

るとともに、事象の発生によって防災活動に制約

を与える事項とその影響範囲を防災本部で確認

し、各活動班に伝達・共有する旨を同規程に記載

し、防災総合訓練前の班長会議（11/14）で周知

した。

結果：停電及び非常用電源起動時の制約・注意事

項を構内放送し、社内には周知を図ることができ

ることを確認した。なお、情報整理が十分でなか

ったことにより社外への報告ができなかった。

[改善点①]

３ 関係機関への警戒事象発生連絡、原災法第１０

事象条通報及び第１５条事象通報の各ＦＡＸ

送信を各事象の判断後１５分以内(目標時間)

に開始したが、送信先によっては送信完了時間

が１５分を超えたことが問題であった。緊急性

が高い送信先については１５分以内での送信

完了を可能とするようなＦＡＸ送信方法の検

討が不十分であったことが原因である。

改善：関係機関への通報連絡において、緊急性の

高い送信先については、一斉送信専用以外のＦＡ

Ｘ機（防災本部ＦＡＸ機）を併用し、それを専用

として使用することで送信時間の短縮化を図る。

班長会議(11/14)にて全体周知し、ＥＲＣ常時応

答者及び通報連絡班の要素訓練を実施した

(11/19、11/22)。また、また、周知として情報伝

達フローに送信先別に使用するＦＡＸ機を識別

記載した。

結果：防災本部ＦＡＸ機の導入により、第１０条

事象発生の通報は事象判断から 8 分、第１５条事

象発生の通報は事象判断から 6 分で通報するこ

とができ、迅速なＦＡＸ送信を行うことができる

ことを確認した。
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４ 事業所構内見取図及びホットラボ施設平面図を

的確なタイミングで送信していなかったこと、

モニタリングポスト測定値の変動状況や気象情

報（風向・風速）などに一部記入漏れがあった

ことが問題であった。通報・連絡に関する要領

及びチェック体制の整備が不十分であったこと

が原因である。

改善：通報様式の項目や単位等を見直し、今回の

防災訓練で有効性を確認する。通報時に添付する

図面等はあらかじめ一式として緊対所に配備し

ておく。さらに、災害時に適時提示できるよう、

説明用図面・資料をあらかじめＥＲＣ書架資料と

して配備する。これらにより、ＥＲＣへの図面等

の提示タイミングの適切性を確認する。

また、ＦＡＸ通報時の重要情報の記載漏れについ

ては、通報文作成時のチェック体制整備およびチ

ェックリストを作成し、防災総合訓練前に要素訓

練（11/27）を実施した。

結果：説明用図面・資料をＥＲＣ書架資料として

配備することにより、ＥＲＣへの図面等の提示が

適時行えることを確認できた。

なお、通報文等のチェックリスト運用が十分でな

かったことにより記載漏れが解消されていない。

[改善点②]

５ 緊急時対策所に平成２９年度に導入した放射線

デ－タ監視システムの活用により、リアルタイ

ムの放射線量デ－タを防災本部内で共有し、各

種の判断を下すことができた。なお、同システ

ムのスタックモニタのデ－タはガスの放出量の

みを表示しているため、自動的に濃度を示すよ

うな仕様への検討を行う。

改善：迅速な換算および手計算によるヒューマン

エラー防止の観点から、自動的に濃度表示ができ

るよう仕様を変更した。（11/30）

結果：自動濃度表示により、ガスの放出量から放

射線濃度への変換時の手計算がなくなり、また、

随時モニタリングすることができることを確認

した。

６ 当初は「落下」とされていた燃料集合体につい

ては、その後の社内情報連絡により「作業テ－

ブルに接触」へと修正されたが、緊急時対策所

のホワイトボード上に記載された記録は「落下」

のまま修正されなかったことが問題であった。

情報が修正された際の対応要領が不明確であっ

たことが原因である。

改善：緊急時対策所のホワイトボードに記載され

た情報は基本的かつ重要な情報であることから、

途中で修正された情報については、同所内で最初

に現場から報告を受けた防災要員が同所内の全

員に対し口頭で修正内容を伝達し、記録担当の活

動班員が当該記録を修正するよう、社内規程「放

射性物質の漏えい対応マニュアル」に反映し、防

災総合訓練前の班長会議（11/14）にて周知徹底

した。また、情報を収集する班にて、防災総合訓

練前に要素訓練（11/26）を実施した。

結果：情報修正について、情報班はホワイトボー

ド情報を修正し、本部内へ修正内容を周知し情報

共有できることを確認した。

７ 従業員１名の呼吸用ボンベ付一体型防護マスク

の残存空気量警報が発報したが、当該の従業員

はすみやかに退域しなかったことが問題であっ

た。呼吸用ボンベを用いた作業で警報が発報し

た場合にはすみやかに退域する、という意識が

不足していたことが原因である。

改善：当該警報が発報した時点では速やかに退域

するよう社内規程「放射性物質の漏えい対応マニ

ュアル」に反映し、全社防災教育(5/29)において

前回防災訓練の課題として取り上げ、注意喚起を

行った。

ライフゼムを使用する班員を対象に、防災総合訓

練前に取扱方法等の要素訓練（11/30）を実施す

る。

結果：残存空気量警報が吹鳴後、当該作業班は速

やかに退域することができることを確認した。
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８ 社内規定「放射性物質漏えい対応マニュアル」

では社外への最終報の着信確認完了後、防災本

部を廃止してから地震後点検を再開することと

しているが、最終報の着信確認が遅れたため、

点検再開が遅れたことが問題であった。すみや

かに点検を再開するという観点が不足していた

ことが原因である。

改善：特定事象の収束（モニタリングポスト値低

下の確認、事象収束作業の完了等）を確認した時

点で点検を再開するよう、社内規程「放射性物質

の漏えい対応マニュアル」を修正し、防災総合訓

練前の班長会議（11/14）にて周知徹底した。

結果：マニュアル通り特定事象の収束を確認した

時点で地震後点検を再開することができること

を確認した。

９ 事象の進展予測や対応計画の説明など、先読み

による事業者側からの情報提供が不足してい

たことが問題であった。ＥＲＣ常時応答時の対

応に関するＥＲＣ常時応答者への事前教育が

不十分であったこと、及び周囲の関係者による

サポ－ト方法をあらかじめ明確にしておらず

周知できていなかったことが原因である。

改善：ＥＲＣ常時応答者の基本的な役割を整理

し、ＥＲＣ常時応答時の具体的な応答要領を明確

にした上で防災総合訓練前に要素訓練(11/30)を

実施した。併せて、防災本部内でのＥＲＣ常時応

答者へのサポ－ト方法を「ＥＲＣ常時応答対応マ

ニュアル」に反映し、関係者に教育（11/19）し

た。

結果：ＥＲＣ常時応答者が適切なタイミングでの

情報共有について改善を図ることができること

を確認した。なお、伝達すべき事項の事前整理が

十分でなかった。[改善点①]

また、事象進展予測や対応計画における収束作業

終了見込み時刻の説明が十分でなかった。[改善

点④]
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９．今後の原子力災害対策に向けた改善（対策）

今回の総合訓練において抽出した改善点は以下のとおり。

No. 今回の総合訓練において抽出した改善点

① 改善点： 【情報整理】

伝えるべき重要な情報が整理されておらず、また、収集すべき情報が不十分であった。

具体的には、

１．天候・電源状況・警報発報状況といった発災初期の施設情報が報告事項から漏れてしまった。

初期段階での必要な施設情報（発災状況、負傷者／被ばく情報、退避状況等）が整理され

ないまま五月雨的な発信となり、伝達すべき事項を整理し報告することについて十分でな

かった。

２．プール水からの漏えいの状況が未把握であった。

３．ホワイトボード上で時系列情報のみで、必要な情報がどこに記載されているのかわかりにくか

った。

原 因：

１．天候情報を報告すべき情報としていなかった。また、電源・警報情報等の施設情報を重要事項

として整理することとしていなかったため報告事項として認識していなかった。

２．重要事項として情報収集することとしていなかった。

３．ホワイトボード記載の時系列情報をさらに整理するという情報の仕分けが不十分であった。

対 策：

防災本部内で初期段階から重要事項・報告すべき事項を整理しておき、伝えるべき事項に漏れがな

いようにし、常時応答マニュアルにも記載する。また、常時応答マニュアルの内容について教育を

行い、さらに要素訓練を行い習熟を図る。

ホワイトボード記載の時系列情報は、重要情報がわかりやすく整理できるように整理方法について

の要領を作成し、その内容について教育を行い、さらに要素訓練を行うことにより習熟を図る。

② 改善点：【文書作成】

通報文作成において、 記載漏れ・誤記・添付不足・項目不足があった。

具体的には、

１．ＮＦＤ様式１２「負傷状況および身体汚染測定結果の報告」において記載が不十分であった。

２．警戒事態該当事象発生後の経過連絡及び第２５条報告ＦＡＸにおいてモニタリングポストの値

に誤記があった。

３．第２５条報告ＦＡＸにおいて、特定事象到達予測時刻と収束作業終了予定時刻についての記載

不足及び放射性物質の状況シートを添付しなかった。また、通報文全般に天候情報の記載が不

十分であった。

４．第２５条報告ＦＡＸ添付書類のうち「３．放射線モニタリングの状況」において、モニタリン

グポストの値が上昇傾向にあり細やかなモニタリング値の報告をする必要がある状況にもかか

わらず報告頻度を考慮せず１０分毎のデータを報告した。また、排気モニタの時系列データに

ついて報告しなかった。

原 因：

１．通報様式以外の文書はチェックすることとしていなかった。

２．通報文チェック対象項目が不十分であった。

３．通報文記載例において記載及び添付しないこととしていた。

４．放射線モニタリングの状況は１０分毎のデータを記載することとしており、また排気モニタの

時系列を報告することとしていなかった。

対 策：

記載項目の追加、記載漏れ、誤記、添付すべき書類のチェック項目に抜けがないこと及び放射線モ

ニタリング値の報告頻度は状況に応じて見直すことについて通報文記載例兼チェックシートを見直

すと共にＮＦＤ様式１２「負傷状況および身体汚染測定結果の報告」についても記載例兼チェック

シートを作成する。また、見直した通報文記載例兼チェックシート及び「負傷状況および身体汚染

測定結果の報告」記載例兼チェックシートの内容について教育を行い、さらに要素訓練を行うこと

により習熟を図る。
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③ 改善点：【その他】

１．ＥＲＣ常時接続電話回線が一時切断された。

２．ＥＲＣ常時接続において、ＥＲＣ向けの会話と内部向けの会話の音量が同じで聞き分けること

が難しくなった。

３．プレス文において、周辺地域を含む環境への放射線の影響評価が最終評価なのか予測評価な

のか、及び評価時刻の情報を記載していなかった。

４．第１０条事象発生の通報ＦＡＸ及び第１５条事象発生の通報ＦＡＸにおいて想定される原因の

選択肢として判断に迷う項目があった。

原 因：

１．接続不良による。

２．社内向けの会話もＥＲＣとの通話マイクをオンにしたままにすることとしていた。

３．評価時刻及び周辺地域への影響を記載することとしていなかった。

４．選択項目として必要のない「漏えい」項目を記載していた。

対 策：

１．電話回線不良個所については修理を実施するとともに、保守点検基準の点検対象機器に当該電

話機を追加し１回／月で点検を行う。

２．社内向けの会話の際は、マイクを遠ざける・マイクを手で包み込む等の配慮をする旨を、常時

応答マニュアルに記載し、教育を行い、さらに要素訓練を行うことにより習熟を図る。

３．プレス文作成例に環境への影響評価の評価時刻及び周辺地域に対して放射線による影響を記

載し、教育を行い、さらに要素訓練を行うことにより習熟を図る。

４．第１０条通報様式の想定される原因欄から「漏えい」を削除する。

④ 改善点：【ＥＲＣ常時対応者発話の意義】

覚知された事実だけを発話し、今後の予測・見込みについての報告をしなかった。

具体的には、

１．警戒事態該当事象発生後の経過連絡ＦＡＸ内容説明時にＳＥ／ＧＥ事象の進展予測を報告せず、

また、第２５条報告ＦＡＸ内容説明時に収束作業終了見込み時刻を報告しなかった。

２．燃料集合体から発泡したとの報告時、それが今後どうなるかの報告をしなかった。また、最終

的に発泡がどうなったかの報告もなかった。

３．モニタリングポスト値が１μＳＶ／ｈに到達したという報告以降、５μＳＶ／ｈに到達するま

でモニタリングポスト値情報を報告しなかった。

原 因：

１．通報文に未記載の予測を含む不確かな情報は発信しないこととしていた。

２．最終的な発泡状況について防災本部からＥＲＣ常時応答者に提供されず、またＥＲＣ常時応答

者も防災本部に問い合わせることをしなかった。

３．モニタリングポストの値の上昇傾向を含め、ＥＲＣ側に伝えるべき項目が常時応答マニュアル

に整理されていなかった。

対 策：

今後の事象進展予測については、まず防災本部内で議論しその情報をＥＲＣ常時応答者へ提供する。

進展予測情報が提供されない場合は、防災本部に情報を求めるアクションし、確認中であれば結論

は別途伝える旨をＥＲＣに伝えるということ、予測／見込事項については時間も報告すること、モ

ニタリングポスト値上昇傾向を含めたＥＲＣ側に伝えるべき項目を整理し常時応答マニュアル及び

通報文記載例兼チェックシートに記載し、教育を行い、さらに要素訓練を行うことにより習熟を図

る。

10．総括

今回の訓練結果を下にＰＤＣＡを回すことにより、原子力防災業務計画および中期計画を見直し、防災

体制の継続的な改善を図っていく。

以 上
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別紙２

防災訓練の結果の概要（要素訓練）

１．防災訓練の目的

本訓練は、原子力事業者防災業務計画 第 2 章 第 7 節に基づき実施した要素訓練であり、各事象収束に対する各種手順に対する対応の習熟が目的である。

２．訓練実績と今後の原子力災害対策に向けた改善点

報告対象期間中に実施した要素訓練の結果と改善点は以下のとおり。

訓練項目 訓練内容 対象者 実施日 参加者数 訓練結果／今後の原子力災害対策に向けた改善点

(1)警戒事象発生時の初動

訓練

警戒事象発生を想定した初

動時の現場作業者から放射

線管理室への発災状況伝達

訓練

災害防止班

放射線測定班
平成 30 年 11 月 28 日 10 名

結果：警戒事象発生初動時の現場作業者から放射線管理

室への発災状況の伝達に問題がないことを確認した。

改善点：特になし。

(2)社外への通報連絡訓練

・関係機関（原子力規制庁、

自治体、近隣事業所等）へ

の一斉同報 FAX（Fネット）

を用いた通報連絡訓練

通報連絡班
平成 30 年 6 月 8日

平成 30 年 7 月 31日
9 名

結果：災害発生時の関係機関への通報連絡（一斉 FAX送

信）に問題がないことを確認した。

改善点：特になし。

・警戒事象発生時の通報連

絡方法（ERC への単独送信、

その他関係機関への一斉送

信の区別）確認

通報連絡班 平成 30 年 11 月 22 日 9 名

結果：警戒事象発生時の通報連絡方法に問題がないこと

を確認した。

改善点：特になし。

・通報文作成後の記載内容

チェックシートを用いた発

信前の記載内容チェック訓

練

情報班 平成 30 年 11 月 27 日 4 名

結果：通報文作成後の発信前の記載内容チェック体制お

よびチェックシート内容に問題がないことを確認した。

改善点：要素訓練において改善事項は抽出されなかっ

た。(総合訓練において記載内容に不備があったため、

通報様式兼チェックシートの内容見直しを実施する。)

(3)モニタリング訓練

災害発生時の放射線監視設

備（モニタリングポスト、

スタックモニタ、エリアモ

ニタ）のモニタリング訓練

放射線測定班
平成 30 年 6 月 8日

平成 30 年 7 月 31日
8 名

結果：災害発生時における放射線監視設備のモニタリン

グに問題がないことを確認した。

改善点：特になし。

(4)避難誘導訓練

災害発生時の構内放送を用

いた従業員の避難呼びか

け、発災建屋から構内指定

避難場所への避難誘導訓練

警備誘導班
平成 30 年 6 月 8日

平成 30 年 7 月 31日
4 名

結果：災害発生時の所内の従業員等の避難誘導に問題が

ないことを確認した。

改善点：特になし。
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訓練項目 訓練内容 対象者 実施日 参加者数 訓練結果／今後の原子力災害対策に向けた改善点

(5)身体除染、救護訓練

・マネキンを用いたサーベ

イメータによる汚染検査訓

練

・模擬汚染を用いたタイベ

ックスーツの着脱訓練

・模擬汚染を用いた身体除

染訓練

放射線業務従事者

平成 30 年 1 月 30日

平成 30 年 3 月 20日

平成 30 年 7 月 31日

平成 30 年 9 月 27日

平成 30 年 11 月 28 日

20 名

8 名

22 名

21 名

13 名

結果：訓練実施後の「理解度テスト」をもって受講対象

者が内容を理解したことを確認した。

改善点：特になし。

(6)社内の情報連絡訓練

緊対所内の白板情報が途中

で修正された場合の記録修

正訓練

情報班 平成 30 年 11 月 26 日 4 名

結果：ホワイトボード情報の途中修正作業に問題がない

ことを確認した。

改善点：特になし。

(7)事象収束訓練

・ライフゼムの装着から脱

着までの一連動作の訓練

・空気残量の警報が吹鳴し

た場合の訓練（速やかな退

域）

災害防止班

放射線測定班
平成 30 年 11 月 30 日 10 名

結果：ライフゼムの装着から脱着までの一連の動作、空

気残量の警報が吹鳴した場合の対応に問題がないこと

を確認した。

改善点：特になし。

(8)プレス対応訓練

災害発生後の県庁への要員

派遣、事業所から県庁派遣

者への情報提供、模擬記者

を配置した記者発表訓練

広報班 平成 30 年 7 月 31日 5 名

結果：災害発生後の記者発表対応に問題がないことを確

認した。

改善点：要素訓練において改善事項は抽出されなかっ

た。(総合訓練において、評価時刻の記載や周辺地域へ

の影響の記載がなかったため、プレス文作成例を見直

す。)

(9)ERC との常時応答訓練

常時応答者の役割および応

答要領、常時接続電話機の

操作確認

ERC 常時応答者
平成 30 年 11 月 19 日

平成 30 年 11 月 30 日
3 名

結果：ERC 常時応答者の役割および応答要領、常時接続

電話機の操作に問題ないことを確認した。また、12/5に

実際に ERC との通信を行い、通信状況に問題がないこと

を確認した。

改善点：要素訓練において改善事項は抽出されなかっ

た。(総合訓練において、ERC に伝えるべき情報に不足が

あったため、伝えるべき情報を整理し ERC 常時応答マニ

ュアルに反映する。)

(10)消防活動訓練

山林火災を想定した可搬式

消防ポンプを用いた放水訓

練、資機材等の状態確認

消防班 平成 30 年 6 月 8日 6 名

結果：可搬式消防ポンプの機能および放水活動について

問題ないことを確認した。

改善点：特になし。

以 上


	新しいしおり

